
省

令

平成年月日 月曜日 第号官 報
〇
財

務

省

経
済
産
業
省
令
第
一
号

〇
文
部
科
学
省
令
第
三
十
号

健
康
保
険
法
施
行
令
等
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
平
成
二
十
九
年
政
令
第
二
百
十
三
号
）
の
施
行
に
伴
い
、
私
立

学
校
教
職
員
共
済
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
二
十
九
年
七
月
三
十
一
日

文
部
科
学
大
臣

松
野

博
一

私
立
学
校
教
職
員
共
済
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

私
立
学
校
教
職
員
共
済
法
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
八
年
文
部
省
令
第
二
十
八
号
）の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
四
条
の
九
中
「
第
十
一
条
の
三
の
四
第
一
項
第
二
号
」
を
「
第
十
一
条
の
三
の
三
第
一
項
第
二
号
」
に
改
め
る
。

第
四
条
の
九
の
二
第
一
項
及
び
第
四
項
第
三
号
中
「
第
十
一
条
の
三
の
四
第
七
項
」
を
「
第
十
一
条
の
三
の
三
第
七

項
」
に
改
め
、
同
条
第
六
項
及
び
第
七
項
中
「
第
十
一
条
の
三
の
四
第
一
項
第
一
号
」
を
「
第
十
一
条
の
三
の
三
第
一

項
第
一
号
」
に
改
め
る
。

第
四
条
の
九
の
三
第
一
項
及
び
第
四
項
中
「
第
十
一
条
の
三
の
四
第
九
項
」
を
「
第
十
一
条
の
三
の
三
第
九
項
」
に

改
め
る
ﾟ

第
四
条
の
十
中
「
第
十
一
条
の
三
の
四
第
一
項
第
二
号
」
を
「
第
十
一
条
の
三
の
三
第
一
項
第
二
号
」
に
、「
第
十
一

条
の
三
の
四
第
一
項
第
一
号
に
」
を
「
第
十
一
条
の
三
の
三
第
一
項
第
一
号
に
」
に
改
め
、
同
条
第
一
号
中
「
第
十
一

条
の
三
の
四
第
一
項
第
一
号
イ
」
を
「
第
十
一
条
の
三
の
三
第
一
項
第
一
号
イ
」
に
改
め
、
同
条
第
二
号
中
「
第
十
一

条
の
三
の
四
第
一
項
第
一
号
ロ
」
を
「
第
十
一
条
の
三
の
三
第
一
項
第
一
号
ロ
」
に
改
め
、
同
条
第
三
号
中
「
第
十
一

条
の
三
の
四
第
一
項
第
一
号
ハ
」
を
「
第
十
一
条
の
三
の
三
第
一
項
第
一
号
ハ
」
に
改
め
、
同
条
第
四
号
中
「
第
十
一

条
の
三
の
四
第
一
項
第
一
号
ニ
」
を
「
第
十
一
条
の
三
の
三
第
一
項
第
一
号
ニ
」
に
改
め
、
同
条
第
五
号
中
「
第
十
一

条
の
三
の
四
第
一
項
第
一
号
ホ
」
を
「
第
十
一
条
の
三
の
三
第
一
項
第
一
号
ホ
」
に
改
め
、
同
条
第
六
号
中
「
第
十
一

条
の
三
の
四
第
一
項
第
一
号
ヘ
」
を
「
第
十
一
条
の
三
の
三
第
一
項
第
一
号
ヘ
」
に
改
め
る
。

第
四
条
の
十
一
第
一
項
中
「
第
十
一
条
の
三
の
四
第
一
項
」
を
「
第
十
一
条
の
三
の
三
第
一
項
」
に
改
め
、
同
条
第

二
項
及
び
第
三
項
中
「
第
十
一
条
の
三
の
四
第
三
項
」
を
「
第
十
一
条
の
三
の
三
第
三
項
」
に
改
め
る
。

第
五
条
第
六
項
中
「
第
十
一
条
の
三
の
四
第
一
項
」
を
「
第
十
一
条
の
三
の
三
第
一
項
」
に
改
め
、
同
条
第
七
項
中

「
第
十
一
条
の
三
の
四
第
一
項
第
二
号
」
を
「
第
十
一
条
の
三
の
三
第
一
項
第
二
号
」
に
改
め
る
。

第
五
条
の
三
第
一
号
イ
中
「
第
十
一
条
の
三
の
四
第
一
項
」
を
「
第
十
一
条
の
三
の
三
第
一
項
」
に
改
め
、
同
号
ロ

中
「
第
十
一
条
の
三
の
四
第
三
項
」
を
「
第
十
一
条
の
三
の
三
第
三
項
」
に
改
め
、
同
条
第
二
号
の
表
一
の
項
の
項
中

「
第
二
十
三
条
の
三
の
三
第
一
項
」
を
「
第
二
十
三
条
の
三
の
二
第
一
項
」
に
改
め
、
同
表
二
の
項
の
項
及
び
三
の
項

の
項
中
「
第
十
一
条
の
三
の
四
第
一
項
」
を
「
第
十
一
条
の
三
の
三
第
一
項
」
に
改
め
る
。

附

則

こ
の
省
令
は
、
平
成
二
十
九
年
八
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

〇
厚
生
労
働
省

経
済
産
業
省
令
第
一
号

企
業
立
地
の
促
進
等
に
よ
る
地
域
に
お
け
る
産
業
集
積
の
形
成
及
び
活
性
化
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を
改
正
す
る
法

律
（
平
成
二
十
九
年
法
律
第
四
十
七
号
）
の
施
行
に
伴
い
、
独
立
行
政
法
人
情
報
処
理
推
進
機
構
の
業
務
運
営
、
財
務

及
び
会
計
並
び
に
人
事
管
理
に
関
す
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
二
十
九
年
七
月
三
十
一
日

厚
生
労
働
大
臣

塩
崎

恭
久

経
済
産
業
大
臣

世
耕

弘
成

独
立
行
政
法
人
情
報
処
理
推
進
機
構
の
業
務
運
営
、
財
務
及
び
会
計
並
び
に
人
事
管
理
に
関
す
る
省
令
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令

独
立
行
政
法
人
情
報
処
理
推
進
機
構
の
業
務
運
営
、
財
務
及
び
会
計
並
び
に
人
事
管
理
に
関
す
る
省
令
（
平
成
十
五

年
厚
生
労
働
省

経
済
産
業
省
令
第
三
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。
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